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高度排水処理用担体の開発

1. はじめに
　

　水は生活環境を構成する重要な要素であり、水環境の保全が

大きな課題となっている。特に、水環境中で起きる富栄養化はア

オコ、赤潮、青潮の発生の原因とされている。

　富栄養化の原因物質の一つである窒素・リンの除去を行うため

には、高度生物処理を行う必要があるが、生物処理法は反応速

度が遅いため処理施設が広大になるという欠点がある。それゆ

え、施設用地が不足しがちな都市部の下水処理場において窒素

除去を行うためには、コンパクトで高速な生物処理装置の開発が

求められていた。また、下水道が整備されていない地域において

も、窒素・リンを処理できる高度合併浄化槽の整備が求められて

いる。

　窒素処理の高速度化のためには、生物反応槽内の窒素を分解

する微生物濃度を高める必要がある。窒素分解微生物（硝化菌）

濃度を高める手段のひとつとして、担体表面に微生物を高密度に

付着させる方法（担体投入型活性汚泥法）が実用化され、すでに

多くの各種処理施設で稼動している。この担体投入型活性汚泥

法は、既存設備のわずかな改良のみで窒素の高度除去が可能に

なる。

　本稿では、水質保全に関する法規の動向を概説し、開発した担

体を用いた投入型高度排水処理について述べる。

 

2. 水質環境基準について（水質汚濁防止法）
1）

　1950年から70年代にかけて日本の公共用水域（河川，湖沼お

よび海域）は、鉱工業由来の各種産業排水により著しく汚染し、

これらの汚染により水俣病やイタイイタイ病などの公害を引き起こ

すことになった。

　これを契機に1970年に水質汚濁防止法が成立し71年から施

行された。水質汚濁防止法には「人の健康の保護に関する環境

基準（カドミ、有機水銀、有機リン、六価クロムなど）」と「生活環

境の保全に関する環境基準（BOD、COD、窒素、リンなど）」が

ある。それぞれの環境基準に対して全国一律排水基準を定めて

いる。この一律排水基準は、排水基準違反を容易に認定できるよ

うに排水水質基準の最大値で定めている。水質汚濁防止上不十

分と認められる水域については、都道府県の条例によって、より厳

しい基準（上乗せ排水基準）が設定されている。表１に神奈川県

のＡ水域（水域によっても基準が異なる）及び海域，滋賀県にお

ける上乗せ排水基準と一律排水基準と対比して示した。

　水質汚濁防止法が施行された結果、「人の健康の保護に関す

る環境基準」は、ほぼ達成されるまでになった。

　一方、「生活環境の保全に関する環境基準」においてはここ

１０年は横ばい状態であり、赤潮，アオコの発生も減少していな

い。生活環境項目の河川、湖沼、海域及び全体の達成率の推移

を図１に示した。また、BOD（生物化学的酸素要求量）、COD（化

学的酸素要求量）等の環境基準達成率は、平成１３年度で平

均 79.5%であるが、湖沼では 45.8%、東京湾では 68%、伊勢湾

56%、瀬戸内海 74%であり、湖沼，内湾で達成率が低くなってい

る。このような閉鎖水域では窒素、リン等を含む物質が流入し、

富栄養化に伴う「赤潮」等の発生が見られる。赤潮の発生は東京

湾 44件（2001年）、伊勢湾 47件、瀬戸内海 88件、有明海 42件

（2002年）になっており、東京湾では青潮も観察される
2)
。

　このように富栄養化の進展を止められない理由の一つとして

BODや CODなどの有機物を完全に除去したとしても、窒素・リ

ンなどの栄養塩によって生ずる内部生産（メカニズムは次項に説

明）により富栄養化が起きることがあげられる。窒素・リンの除去

なしには赤潮、アオコ発生の原因である富栄養化を防ぐことは出

来ない。

　富栄養化防止の観点から1993年に窒素・リン規制にかかわ

る環境基準が定められた。その後、東京湾などの閉鎖水域の改

善が進まないことから、2002年には窒素・リンの総量規制（第５

次水質総量規制）が、限定的（東京湾，伊勢湾，瀬戸内海の三箇

所、排出量 50裙 / 日以上の河川等へ直接排水する事業所）なが

らスタートした。 2005年度における削減目標量を2000年度にお

ける汚濁負荷量と比較すると、関係２０都府県全体では窒素含有

量については 96％、リン含有量については 93％とすることに設定

している。この目標達成のために各自治体により窒素・リンの上

乗せ排水基準が適用されている。表2に下水道処理場における

東京都、神奈川県の上乗せ排水基準を示した。一律排水基準に

比較して厳しく設定されている。

　このように窒素・リンの法規制は今後一層厳しくなることが予想

されることから、この除去を行う高度処理システムの開発とその

適用・展開が進展していくものと考えられる。
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3. 窒素・リン除去高度処理について

　3.1 窒素・リン除去が必要な理由

　BOD，CODのような有機物が除去されたとしても、排水中に窒

高度排水処理用担体の開発　－背景、法規から硝化用担体ＫＰパールの開発・展開まで－

表1　全国一律排水基準と県条例上乗せ排水基準の例 
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図1　生活環境項目の達成率の推移1） 

表2　各自治体公共下水道終末処理場における窒素 
　　  ・リンの上乗せ排水基準 

国の一律基準 
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　この課題は担体表面に硝化菌を選択的かつ大量に付着させる

ことができる樹脂を利用することで克服できる。このような表面を

有する担体を曝気槽に投入し馴養することで、大量の硝化菌を表

面に付着させることができる
4)、5)
。

　担体を投入することで硝化菌を槽内に留め効率よくアンモニア

除去することが可能になり、窒素を除去する目的の各種処理槽に

利用されるようになった。アンモニア性窒素は曝気槽で硝酸性窒

素にまで酸化される。下式のように硝酸性窒素は嫌気槽（脱窒

槽）内で脱窒菌により還元され、気体窒素として大気中に放出さ

れる。

　　　　　　　　　　脱窒菌

　　　　2NO3
－
＋ 5(H2)    →　N2↑＋2 OH

－
＋4H2O

　脱窒菌は硝化菌よりも生育が早いため、通常の活性汚泥法で

十分とされてきたが、付着担体法により槽内の脱窒菌濃度をさら

に上げることで、処理施設をさらに小型化できるメリットがあるこ

とが認識されつつあるため、脱窒用担体も開発した
6)
。

 

　3.3　硝化菌付着担体の硝化能
7) ～ 9)

　担体投入型高度排水処理法に着目し、約１０年前から硝化菌

が高濃度に付着できる担体を開発すると共に高度排水処理施設

や合併浄化槽への適用展開を行ってきた。

　まず、硝化菌が高濃度に付着できる樹脂の選択を行った。すな

わち、担体表面の親水疎水バランスや樹脂の架橋間分子量、表

面電荷などの性質を細かく調節し、性質の異なる種々の樹脂を用

いて担体を作成した。

素・リンが含まれると大気中に無限に存在する炭酸ガス（CO2）と

太陽光により光合成が起き、赤潮、アオコなどの植物プランクトン

（有機物）が生産される（図 2）。例えば従来の排水処理施設に

より100mg/l の BODが 80% 除去されたとしても、窒素・リンを

除去しなければそれに匹敵するBODの内部生産が起きることが計

算上明らかにされている
3)
。従って、閉鎖海域では窒素・リンの除去

なしに富栄養化対策を進めることは極めて困難であるといえる。

　3.2  生物学的窒素除去のメカニズムと排水処理用担体の役割

　曝気槽（好気槽）中でアンモニア性窒素は、まず硝化菌により

硝酸性窒素にまで酸化される（図3）。硝化菌は生育が非常に遅

いため、通常の処理方式では槽内からの硝化菌の流出を防ぐた

め、排水の滞留時間を長くする必要があり、そのため、アンモニア

性窒素を効率よく除去するためには曝気槽の大型化が必要とな

る。

高度排水処理用担体の開発　－背景、法規から硝化用担体ＫＰパールの開発・展開まで－

図2　富栄養化による赤潮発生のメカニズム 
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図3　KPパールによるアンモニア性窒素の除去 
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　作成した担体の硝化能試験は、容積12Lの直方体のリアクター

に容積当たり15%（みかけ）の 4mmタイプ粒状担体を充填して

実施した。リアクターの温度を約２０℃とし、滞留時間 2.7時間～

8時間で人工アンモニア廃水（表３）を流入し、硝化能を測定した。

滞留時間を8時間から2.7時間へと短くし、その後濃度を上げる

ことで徐々にアンモニア窒素負荷を上げていった（図４）。このよう

に、アンモニア窒素容積負荷が0.42kg-N/裙・日までは、アンモニ

アをほぼ完全に硝化することができた。

　硝化能試験の結果をもとに、最もよい硝化能を示す担体を選

定し他社担体との比較実験を行った。試作担体を100（見かけ充

填率を一定にした）とした場合、PP系担体が 45、PVA系担体が

60と極めて良好な硝化能を示した。この担体を商品名“ＫＰパー

ル”として、製品化した。

　以下に、開発した硝化用担体ＫＰパールの製造法、特徴につい

て述べる。

　3.4　硝化用担体ＫＰパールの特長
10) ～ 15)

　ＫＰパールは図 5に示すように、下記の手順で製造され、生産

量は年間およそ 2000裙が可能である。

　漓 光硬化性樹脂溶液をポンプでノ 

ズル槽に供給する。

　滷 塩化カルシウム溶液に滴下し粒

状化する。

　澆 粒子を光照射部に導き光硬化さ

せる。

　このような過程を経て製造したＫＰ

パール（写真１）は次のような特徴をもっ

ている。

　漓 ポリエチレングリコールを主成

分とする光硬化性ウレタン樹脂

（図6）で硝化菌を安定かつ大量

に表面に付着できる。

　  　　硝化菌付着前後のＫＰパール

表面の走査型電子顕微鏡観察結

果を写真 2示した。

　滷 成型方法より、3.4mm～ 5.5mm

の範囲で均一粒径の製品を大量に製

造可能できる。（標準品 4.2mm）製造

した4mmタイプ担体の粒度分布を図

高度排水処理用担体の開発　－背景、法規から硝化用担体ＫＰパールの開発・展開まで－
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7に示した。 4.2mm± 0.1mmの範囲に97%以上と非常に

シャープな分布をしていることがわかる。

　澆 担体の比重を1.004-1.070（標準品1.02）の範囲で調整する

ことができる。標準品は比重が水に近く、槽内での流動に

余分なエネルギーを必要としない。

　潺 担体の物理的強度が強く、このため撹拌効率に優れたエア

レーターの使用が可能である。

　潸 光架橋により不溶化しているので、化学的に安定であり生分

解を受けない。

　澁 形状がほぼ真球であり、磨耗等による消耗が少なくハンド  

リング性がよい。

　澀 製品の長期保管が可能である。

　潯 既存設備の改良だけによる高度処理が可能になる。

　潛 担体表面の親水疎水，表面電荷を自由に設計することがで

きるため、菌体の高密度付着が可能である。

　上記特長を持つことから、排水の種類やその処理設備に適し

た担体の開発や製造が可能である。

 

 4.　排水処理施設の種類とＫＰパールの利用

 　排水処理施設は産業排水を処理する施設と主に生活排水を

処理する施設に分けることができる。生活排水処理施設には「下

水道」「農業集落排水処理施設」「合併浄化槽」などがある。

その他に埋立地からでる浸出水を処理する施設「埋立浸出水排

水処理施設」などがある。これらの多岐にわたる処理施設に対し

て、約１０年前より硝化菌を高濃度に付着させることができる含水

ゲル担体ＫＰパール投入を開始し、現在までに施設数で２０件以

上、量で4000裙以上の担体を投入した。これにより、硝化用担体

ＫＰパールは極めて優れた硝化処理能力と持続性を有しているこ

とを確認した。

　最近では、一施設で1000裙以上のＫＰパールが投入される事

例もある
16)、17)
。従来の散気管方式による曝気槽だけでなく水中

エアレーター方式の曝気槽にも投入され、さらには、合併浄化槽

の高度化にともなって、それら浄化槽向けにも投入されてきてい

る。

高度排水処理用担体の開発　－背景、法規から硝化用担体ＫＰパールの開発・展開まで－

写真1　KPパール 

割
合
/％
 

粒径/mm

100 

75 

50 

25 

0
3.9 4 4.1 4.2 4.3 4.4 4.5
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図6　光硬化性樹脂の構造式 

CO

OO

N
H

N
H

CH2

CH2

CH

CH2

CH2

NH
C
O

O

O

C O

CH2

CH2

CH

CH2

CH2

NH
C
O

O

C

O

O

C PEG

写真2　KPパール表面の走査型電子顕微鏡写真 
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 　排水処理担体による処理が実施されている、或は実施は検討

されている代表的な排水処理施設の例を下記に示す。

 　

　4.1　産業排水処理施設

　河川等へ直接放流する工場（特定事業所）は、水質汚濁防止

法の水質基準を守る必要があるため、工場内に排水処理施設を

設置している。

　民間し尿処理施設、メッキ工場などから排出される表面処理

排水、電力会社の排煙を水で落としたあとの洗煙排水など窒素

が多く含まれる産業排水処理施設にＫＰパールが採用されてい

る。

 

　4.2　下水道

　下水道とは、下水管、ポンプ場、終末処理施設により生活排水

を処理することを言う。市町村が単独で行う公共下水道と都道府

県が事業主になり流域自治体の処理を行う流域下水道に分けら

れる。 2002年現在東京都における下水道普及率は97.6%、平均

で 65.2%となっている。しかしながら、人口５万人未満市町村の

普及率は 31.8%になっている
18)
。

　第５次総量規制もあり、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海沿岸の自

治体は窒素・リン除去の高度処理化を推進している。ＫＰパール

は、これら自治体に窒素除去高度処理用担体として納入されてい

る。

　4.3　合併浄化槽

　浄化槽には、し尿のみを処理する単独浄化槽と、し尿以外に

洗濯、風呂、台所などに使われる生活雑排水を同時に処理する

合併浄化槽に分けられる（図８）
19)
。単独浄化槽の規制はBOD 

90mg/l 以下（合併浄化槽 20mg/l 以下）と緩く生活雑排水は垂

れ流されている
20)
。このようなことから、2001年から単独浄化槽

の新設が禁止された（切り替え義務なし）。

　合併浄化槽を整備している人口は 2001年度現在で 7.6%で

ある。その設置，維持を個人で行う点は他の排水処理設備と異な

る。人口密度が小さい地域では、下水道を設置するよりもコストダ

ウンになり、設置スペースは駐車場一台分、設置期間も7～10日

と短期間であることから徐々に普及しつつある。

　また、近年窒素・リンを効率よく除去することができる高度合

併浄化槽の開発が進んできた。この様な情勢に対応して担体の

開発・改良を行い、窒素除去高度処理用担体として商品化してい

る。 　

　4.4　埋立浸出水排水処理施設

　産業廃棄物やゴミ等の埋立地は、雨水等によって浸出した排水

を処理施設に集め処理する必要がある。近年最終処分場で埋め

立てられるゴミ質は焼却灰や飛灰の占める割合が増加してきてお

り、それに伴い浸出水中の窒素濃度が高濃度化（数 100mg/l）し

ている
21)
。このため窒素除去高度排水処理化が望まれており、こ

の用途にＫＰパールが採用されている。写真３に埋立浸出水排水

処理施設にＫＰパールを投入している様子を示した。

 

　4.5　農業集落排水処理施設

 　農業振興地域の整備に関する法律に基づく農業集落を対象に

したもので、し尿，生活排水，畜産排水（小規模）などを対象にし

ている。人口1000人規模以下で１施設としている。一般に日本農

業集落排水協会が開発した JARUS 型の処理方式が採用されて

おり、下水道と同じく下水管で排水を集める方式を用いている。

近年は窒素・リン除去用の高度処理施設も建設されている。

高度排水処理用担体の開発　－背景、法規から硝化用担体ＫＰパールの開発・展開まで－

図8　単独浄化槽および合併浄化槽の仕組み19） 
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5. 主な適応例

　ＫＰパールの適用例を文献にて紹介する。

 

　① 一般公共下水を用いて、原水量 25裙 / 日、曝気槽 3.2裙、

T-N30mg/l（アンモニア窒素 20mg/l）、BOD 75 mg/l、担体

充填率20%（充填率はすべてみかけ）の条件で高度処理運

転をした。その結果、BOD除去率 95%、アンモニア性窒素

除去率ほぼ 100%、リン除去率 82%で良好に処理できてい

る
22)
。

 

　② 既存の汚泥焼却炉洗煙排水処理施設を担体投入型高度排

水施設に改造し、原水量30裙 /日、曝気槽58裙、アンモニ

ア窒素濃度 350mg/lL、COD480mg/l、担体充填率 9%の

条件で高度処理運転をした。その結果、アンモニア性窒素

は、5mg/l、CODは 20mg/l で良好に処理できている
23)
。

 

　③ ごみ埋立地浸出水処理施設での運転実績を紹介する。処

理水3865裙 /日、T-N（全窒素）535 mg/l、曝気槽4957裙、

担体充填率 20%の条件で運転を行った。その結果、放流

水窒素濃度 16～19mg/l、硝化速度 0.39kg-N/裙 / 日，脱

窒速度 0.33kg-N/裙 / 日であり、担体がない場合の 2.6～ 4

倍の速度で窒素を処理できた。従来の活性汚泥法と比較す

ると硝化速度が1.1～3.9倍、脱窒速度が1.1～ 2.2を達成

している
3)
。

 

6. おわりに

　現在、下水道の窒素全国一律排水基準は日間平均で60mg/l（最

大値120mg/l）であるが、将来的には規制が強化されていくと考

えられる。また、閉鎖水域の下水道施設については、すでに窒素

10mg/lという上乗せ基準値が設定されている。担体投入型排水

処理法は、わずかなシステムの改良のみで厳しい排水基準にも充

分に対応できることから、今後伸びていくことが期待される。

 　光硬化性樹脂を用いた担体は、担体表面のコントロー

ルが容易なため、硝化、脱窒用以外にも幅広く利用される

可能性を秘めている。さらなるコストダウンと併せて、たと

えば、水槽用担体、養殖用担体、厨房処理水用担体、嫌

気発酵用（消化）担体等、新用途への展開を進め、水環境

保全の一翼を担っていきたい。
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1． 投入前の担体の荷姿（写真右上） 
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